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独立行政法人動労着退職金共済機構

建 設 業 退 職 金 共 済 事 業 本 部

平成17年 4月 1日 から 「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律Jが 施行されました。この法
律には、独立行政法人等の事務の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人情報の不適正な取扱いによる1国人の権利利
益の侵書を末然に15止するため、独立行政法人等が個人情報の取扱いに当たって守るべきルールが定められていま
す。

また、同法に基づき総務省が策定した 「独立行政法人

指針Jに おいては、管理体制の確立、保有個人情報の取扱い、業務委託先の管理等独立行政法人等が講すべき措置
が示されております。

機構は同法及び同方針に基づき|□人情報の管理に関する規程を定めており、役職員―周これら法令を連守し、個
人情報を適正に管理 利 用、保護してまいります。

情報の収集 ・利用目的

退職金共済契約申込書、各種届出書、退職金請求書等により取得した1国人情報については、法令に基づく場
合を除き、取得した当初の目的を達成するため、又はご本人の利益に供するために、業務上財要な範囲で利用
しております。
また、不正な手段により取得することはありません。

被共済吉等の個人情報を取扱う部P3においては、保護管理者を配置し、パスワード等を使用して調証 識 別
を行うことによリアクセスできる職員を必要最小限度としております。また、個人情ヨRを取扱う機器を設置す
る事務室の入退雲を制限するなど、厳重な保護管理措置を講じております。

lr4構は、都道府県建設業協会等の事業三団体や金融機関に力0入事務等の業務を委託しておりますが、これら
の業務委託先には、保護措置を講じたうえで、申込の受付、掛金の収細等の業務に限り必要な1国人情報を利用
していただかなければなりません。
このため、機構と業務委託先とは、1□人情報の秘密保持の義務、複製告の帝J限、情報漏えい時の対応、前記
を違反した場合の契約解除等について契約内容を明確化し、個人情報の漏えい防止の措置を講することとして
おります。
また、行政機関、地力公共団体等に個人情報を提供する場合には、提供先における利用目的、根拠法令、利
用形態等について書面を取り交わす等必要な惜置を講することとしております。

共済契約普及び被共済者の皆様の照会に際してのお願い

機構では、個人情報を保護するために、被共済者の契約内容害に関するおF・3い合わせにつきましては、本人
確言8をさせて頂くこととなります。また、その場で回合できない場合もございますので、あらかじめご承知お
きください。皆様のご協力お願い申し上げます。


